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コロナ医療「看護職員救急医療管理手当」を４センター（急性期、はびきの、
母子、精神）の看護職員に支給、国際がんセンターには支給なし
センター間に差別を持ち込まず、全てのセンターと職種に手当支給せよ



看護職員救急医療管理手当、看護職員救急医療管理加算額の支給について（提案）

１ 提案理由

今般、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11 月 19 日閣議決定）等に基づ

き、地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関に勤務する看護職員（看護師、准看護師、

保健師、助産師（非常勤職員を含む。）。以下「看護職員」という。）の数を算定基礎におき、令和４

年 10 月から、収入を３％程度（月額 12,000 円相当）引き上げるための措置として、診療報酬に

おいて「看護職員処遇改善評価料」が新設される。このため、機構において、この診療報酬への対

応を行う。

２ 内容

救急医療管理加算に係る届出を行っている保険医療機関であって、救急搬送件数が年間で

200 件以上であること又は救命救急センター（高度救命救急センター及び小児救急救命センター

を含む。）を設置している保険医療機関（以下「該当センター」という。）に勤務する看護職員に対し

て令和４年 10 月以降、看護職員処遇改善評価料を算定する期間、手当等を支給する。

３ 対象者

該当センターに勤務する看護職員

４ 支給要件等

看護職員処遇改善評価料を算定する期間、月の初日に該当センターに勤務する常勤の看護職

員に看護職員救急医療管理手当（月額 12,000 円）を、非常勤の看護職員に看護職員救急医療

管理加算額（１時間当たり 78 円（ただし、月給者は、月額 12,000 円））を支給する。

５ 実施日

  令和４年 10 月１日（土）に遡って適用

６ 協議期間

  令和４年９月 29 日（木）から同年 10 月 20 日（木）まで

  ※ 令和４年 10 月下旬開催予定の理事会に規程改正を諮り、11 月給与から支給を行うため。


